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大仙市物品調達及び役務の提供を受ける契約における 

市内業者優先発注等に係る実施方針 

令和２年８月１９日市長決裁 

 

１ 目的 

本市の物品調達及び役務の提供を受ける契約において、市内業者の受注機会

の確保及び市内業者の育成を図るため、市内業者優先発注等に係る実施方針を

定めることにより、適正な競争原理の下、公平性を確保した上で、市内業者へ

の優先発注及び市内産品の活用を推進することを目的とする。 

 

２ 適用対象 

本市の全部局の物品調達及び役務の提供を受ける契約（建設コンサルタント

業務等を除く）を実施方針の適用対象とする。 

なお、建設工事及び建設コンサルタント業務等については、大仙市入札契約

資格等審査実施要綱（平成２１年大仙市訓令第７－１号）、「大仙市入札参加有

資格者の等級格付に関する基準」等により市内業者優先発注の取組を既に進め

ていることから、実施方針の適用対象外とする。 

 

３ 業者の区分及び定義 

区分 定義 

市内業者 次の（１）又は（２）のいずれかに該当する事業者 

（１）大仙市内に本店その他の主たる営業所（以下「本店等」と

いう。）を有する事業者 

（２）大仙市外に本店等を有するが、大仙市内に支店その他の従

たる営業所（以下「支店等」という。）を有し、その支店等に

見積、入札、契約締結、契約代金の請求及び受領、その他契

約履行に関する権限が与えられた者（以下「受任者」という。）

がいる事業者 

県内業者 秋田県内に本店等又は支店等を有する事業者で、上記区分の「市

内業者」以外の事業者（支店等の場合は受任者がいること。） 

県外業者 上記以外の事業者 

 

４ 市内産品の定義 

大仙市内において生産された物品又は提供される役務その他これらに類す

るものであって、ふるさと納税に係る指定制度の運用における地場産品基準

（平成３１年総務省告示第１７９号第５条）の第１号から第５号まで及び第７
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号のいずれかに該当するものとする。 

 

５ 実施方針 

適用対象案件において、競争入札又は随意契約といった契約方式にかかわら

ず、原則として、市内業者を選定する。ただし、雇用の確保等地域経済への貢

献度等を踏まえ、選定要領に沿って順次対象を拡大するものとする。また、市

内産品の優先活用を可能な限り推進する。 

対象 選定要領 

物品調達（印刷

製本を含む。） 

（１）原則として、市内業者を選定する。 

（２）市内業者では対応できないとき又は市内業者だけでは競

争性が確保できないときは、業者の有する資格、実績、経

験等を総合的に勘案して、県内業者、県外業者の順に対象

を拡大するものとする。 

（３）市が行う各種行事の記念品等の発注に当たっては、可能

な限り市内業者を選定し、市内産品を活用するものとす

る。 

（４）印刷を主たる業務としていない業者に、企画又はデザイ

ンとあわせて印刷を発注する場合は、可能な範囲で分離発

注することにより、市内業者の受注機会の確保を図る。 

建設コンサルタ

ント業務等委託

以外の業務委託

及びその他の契

約 

（１）原則として、市内業者を選定する。 

（２）履行実績のない業務等で市内業者では対応できないとき

又は市内業者だけでは競争性が確保できないときは、業者

の有する資格、実績、経験等を総合的に勘案して、県内業

者、県外業者の順に対象を拡大するものとする。 

（３）施設維持管理等を定期的に発注している業務委託等で、

県内業者又は県外業者と契約しているもののうち、「大仙

市分離・分割発注に関する取扱要領」に基づき分離・分割

発注を行うことが可能なものについては、契約更新の際に

市内業者への発注に努める。 

 

６ 選定する業者数 

選定する業者数は、大仙市財務規則（平成１７年大仙市規則第６１号。以下

「財務規則」という。）の規定により指名競争入札の場合は５人以上、随意契

約の場合は見積書の徴取を２人以上（ただし、財務規則の特例規定に基づき見

積書の徴取を１人以上又は省略することができる場合を除く。）としている。

財務規則で定められている業者数に達するよう実施方針に沿って選定を行う
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ものとする。 

なお、市内業者へ優先して発注することは、地方自治法施行令（昭和２２年

政令第１６号）第１６７条の２に規定する随意契約の理由とはならないことに

留意する。 

 

７ 発注理由の確認 

財務規則第１１３条に基づく随意契約において、各課等が市内業者以外の者

に発注するときは、その理由を決裁書類に記載し、決裁権者等は、その理由を

確認するものとする。 

 

８ 指定管理者への市内業者の活用等に向けた協力依頼 

（１）市内業者の受注機会の確保 

指定管理者制度において、管理業務の目的を損なわない清掃、警備等の業

務で、あらかじめ市が承諾した業務の一部を再委託する場合の事業者の選定

は、可能な限り市内業者に配慮するよう、施設の所管課は、指定管理者に対

して協力を求めるものとする。 

（２）地域住民の雇用及び市内業者からの資材等の調達 

指定管理者制度において、必要な管理運営業務に従事する職員については、

可能な限り地域住民の雇用に配慮するよう、施設の所管課は、指定管理者に

対して協力を求めるものとする。 

また、管理運営業務を行う中で、指定管理者が必要と認める資材等の調達

に当たっては、可能な限り市内業者から調達し、市内産品を活用するよう、

施設の所管課は、指定管理者に対して協力を求めるものとする。 

 

９ 実施方針の解釈と運用 

（１）この実施方針は、関係法令等の遵守及び予算の適正な執行の観点を踏まえ

た上で、契約の目的の達成のため、合理的な範囲で発注方法を見直し、市内

業者の参入の余地を考慮する契機とするものであって、県内業者又は県外業

者を本市の公共調達から排除することを目的とするものではない。 

また、この実施方針は、市内業者の受注機会の確保を目的とするものであ

り、市内業者が本市の全ての公共調達契約を受注することまでを目的とした

ものではない。 

（２）この実施方針の運用に当たっては、市内業者の受注機会の確保及び市内業

者の育成に努めるとともに、市内業者の自主的な努力を助長し、公正な競争

が行われるよう配慮するものとする。 
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１０ 検証及び見直し 

実施状況については、大仙市入札契約資格等審査委員会において、毎年度、

市内業者への件数ベースでの発注率を業種ごとに取りまとめ、これを検証する

ことにより実効性を高めていくものとする。 

また、実施状況の検証結果等を踏まえ、必要に応じて、この実施方針の見直

しを行うものとする。 

 

附 則 

この実施方針は、令和３年４月１日以降に指名通知又は見積依頼を行う契約か

ら適用する。なお、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の３に基

づく長期継続契約にあっては、履行開始が令和３年４月１日以降のものから適用

する。 

 


